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民が担い手として計画や運営に関わることが求められ
る。また、対話と合意形成を重視し、発電収益を活用
して地域課題の解決や生活の質の向上につながるメ
リットを増やしていくことも、＜よい再エネ＞には不
可欠である。

研究テーマ ２
再生可能エネルギーの活用による道内産業各分野の成
長及び経済活性化の予測
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　北海道内の電力需要に対する再生可能エネルギー
（以下、「再エネ」）の割合は2024年度で40.4％に達し
ており、国内平均23.1％[経済産業省, 2024]を大きく上
回っている。一方、大規模な太陽光発電や風力発電の
事業者の相当数が道外資本と考えられ、以前から道内
の再エネに関わる経済価値の道外への流出が懸念され
ている。北海道での大量の再エネ開発は道内外から大
いに期待されているものの、道内地域への経済効果や
雇用の伸びについては定量的な知見が乏しい。特に、
石狩湾洋上風力（計画容量10GW）が竣工した場合、
再エネ由来の経済価値のうち道外資本が占める割合は
8 割を超えると試算される。
　このような背景のもと、本研究では、以下の 3 点を
明らかにした。①道内各種再エネ事業における 1 MW
当たり雇用数の推計、②道内再エネ事業の政策と地域
付加価値（Local Value Added: LVA）の定量評価、
③地域経済の伸びを伴う再エネ活用モデルの提案。上
の②の分析にあたっては、IÖWモデル［1］及び中山ら［2］

のLVAのフレームワークを参考にする。LVAは「地
域に残る経済価値」と定義され、解析精度に限界はあ
るが本稿では簡易的な数式モデルを作成して、各政策
の寄与度を定量化した。この結果から、③の再エネを
活用した基本的な地域経済モデルを提案した。
　研究成果の構成は次のとおりである。先ずLVAの
概念と先行研究を整理し、次に道内再エネ事業者の所
在地と雇用数を明らかにした。さらにLVAを最大化
するための政策を論じ、最後に結論を述べた。
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　2012年のFIT施行以降、再生可能エネルギー（以下、
「再エネ」）事業が大幅に増加した。しかし、その事業
形態は域外企業による「外来型開発」が多く、地域主
体による「内発的発展」が少ない。その結果、宗谷地
方の風力発電や釧路湿原の太陽光発電などが地域紛争
を引き起こしている。また、こうした外来型開発の事
業は、経済的利益の大半が域外に流出する問題が指摘
され、再エネの推進をめぐって賛否が分かれている。
　本研究では、道内外で実施したヒアリング調査をも
とに、社会的受容性の高い再エネ事業を実施するため
の要件と再エネ事業による地域経済分析を行った。地
域社会を発展させる再エネ事業を成立させる条件と
は、次の 3 点にまとめられる。
　第 1 に、地域紛争を極力回避することが欠かせない。
その手法には、釧路市などの再エネ開発への規制条例
の制定がある。また、宮城県や青森県の法定外普通税
条例のように、大規模な再エネ事業を地域社会との合
意形成をはかることで地域共生型に誘導する方法もあ
る。地域や住民側は、ISEPの再エネチェック・リス
トなどをツールにして、事業の可否の基準を協議・決
定し、主体的に紛争を回避することが求められる。
　第 2 に、「反再エネ」の世論が高まる中で、飯田市の

「地域環境権」条例の制定のように、＜よい再エネ＞を
創り出していく積極的な動きが自治体には求められる。
そのためには、コミュニティ・パワーの 3 原則や地域
への利益還元原則を満たす再エネ事業を道内でもつく
りだしていく必要がある。東松島市のHOPE、道内で
は上士幌町や士幌町の畜産バイオマスの事例が大いに
参考になるであろう。道内の再エネ事業による売上高
は、今後 1 兆円規模に成長していくことが予想される。
地元企業が計画や設計、施工、運転、メンテナンスを
担うモデル事業を生み出すことが求められる。
　第 3 に、地域主導型再エネ事業には、地元企業や住
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